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エネルギ一安全保障政策の胎動
一石油市場の構造変動と「対外石油政策」の形成、 1967-1973-

白鳥潤一郎

はじめに

2004年8月l日、外務省機構改革の一環として、経済局内に経済安全保障課が

新設された。「エネルギ一、海洋、漁業、食料問題について、経済安全保障の観

点から包括的に担当する課を設置し、国民の経済活動の安定と経済上の利益の

保全を目指(J)Jして経済安全保障課が設置されたことは、経済安全保障政策が

日本外交の重要な一角を占めるに至ったことを表していると言えよう O

経済安全保障課の設置目的からも分かるように、経済安全保障の課題は多岐

に渡り、外務省のみならず経済産業省を含む複数の省庁をまたいで展開される

ものである。確かに経済安全保障は、「それ自体は殆ど定義しようのない概念で

あり、結局新しい歴史的条件のなかでの経済と政治、あるいは市場と政府の関

係をどう設定するかという問題である (2)J。

経済安全保障が政策課題として取り上げられるようになったのは、 2000年代

に入ってからのことではなく 70年代半ばのことであったO その契機となったの

は、 73年10月に発生した第一次石油危機である O それまで安価で安定的に供給

される輸入石油を前提とした経済運営を行っていた日本にとって、「石油が入っ

てこないかもしれないjという可能性そのものが強烈な衝撃であった。また、

原油価格の大幅な上昇は、当時進んで、いたインフレをさらに加速させるなど日

本経済に大きな影響を与え、政治的にもアラブ諸国寄りに中東政策を「明確化」

するなど、日本は苦しい対応を迫られたのである O このような第一次石油危機

を教訓に、経済安全保障が官民双方で検討されるようになった(3)。こうした経

緯ゆえに、 70年代の経済安全保障論は、「資源確保をほぼ唯一の関心事とする」

ものであり (4)、その多くは現在の用語で言えばエネルギ一安全保障論を検討し

たものであった。

経済安全保障論(実際にはその中核的な要素であるエネルギ一安全保障論)

は、第一次石油危機を契機に注目されたが、資源問題そのものはそれ以前から

政策課題となっていた。とはいえ、これまで研究で注目されてきたのは、日本
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資本による資源確保を目指す[資源開発政策」の側面であり、そこでは 170年

代初頭以来の日本の資源政策は日本の敏感性を減少させることに重点が置かれ

ていた」と指摘される (5)。ここで挙げられている敏感性 (sensitivity)とは、相

互依存論の文脈で脆弱性 (vulnerability) とセットで取り上げられる概念であ

り、敏感性は外的環境が変化した際の短期的な影響を示し、脆弱性は政策的対

応を行った上での中長期的な影響を示すものである (6)。

しかしながら、本論で明らかにするように、実際には、第一次石油危機以前

から日本政府は、産油国との関係強化と共に他の消費国と協調を進める多国間

外交の推進によってグローパルな石油市場の安定を図り、それを通じて自国の

安定供給確保を目指す「対外石油政策」の基本線を形成していた。日本は、石

油危機の間接要因(7)となる石油市場の構造変動(消費固と産油国の力関係の逆

転)への対応を危機以前から模索し、脆弱性を減少させることを目指す政策指

針を立てていたのである O そして、「対外石油政策」は、消費国間の協調体制構

築を目指す国際エネルギ一機関 (IEA)設立交渉に参画する石油危機後の日本外

交の指針となった(8)。日本政府は、なぜ、石油危機発生以前から「対外石油政策」

形成を進めていたのだろうか。

本稿の目的は、以上の聞いを念頭に置いて、 1960年代後半から第一次石油危

機に至る時期を対象に、日本政府の「対外石油政策」形成過程を検討すること

を通じて、繁明期におけるエネルギ一安全保障政策の実像を明らかにすること

である。その際、石油市場の構造変動、国際的な消費国間協調の模索、日本政

府の機構整備との連関を踏まえて分析を進めていく O 本稿の分析はまた、これ

までアラブ諸国の石油戦略という危機の直接要因への対応に注目が集まってき

た、第一次石油危機における日本外交を再検討する材料を提供することにもな

るだろう。

国際石油市場と「対外石油政策」

はじめに、国際石油市場の性格を確認しておこう (9)。石油問題を考える上で

忘れてはならないことは、石油があくまで市場を通じて取引される商品である

ということである O しかしながら同時に、初期投資に莫大な金額がかかり、過

少供給に陥ると短期間に代替することが難しいために価格が急騰するという特

殊な性格を持つ商品であるところに、石油問題の難しさがある。

これに加えて、各時代における国際石油市場を巡る力関係の変化も押さえて

おく必要がある。国際石油市場は、時代と共に大きな変化を遂げている。第二
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次世界大戦後について大まかに言えば、 1960年代後半までは国際石油資本が、

70年代前半から80年代前半まではOPEC(石油輸出国機構)がそれぞれ強い影

響力を持っており、 80年代半ば以降は徐々に先物取引市場が発展し文字通りの

「国際石油市場」が形成され現在に至っている、という時代区分が一般的だろ

う。この区分に従えば、本稿の分析対象は国際石油資本からOPECへとその影響

力が移行しつつある時代ということになる。ただしこの時期、国際石油資本は

価格決定カルテルとしての役割は失ったものの、供給の大半は依然として押さ

えていた点も忘れてはならない。

エネルギ一安全保障を確保するための政策手段は多岐に渡るが(10)、最大公約

数的にまとめれば、情報収集・分析体制の整備、備蓄体制の整備、自主開発の

促進、代替エネルギーの開発・利用といった政策が挙げられるだろう。これら

の政策は、自国のみでも実施可能だが、資源供給国との関係強化や消費国間協

調といった外交手段と組み合わされることで、より効果を発揮する。備蓄体制

整備や代替エネルギーの開発などは、外交とあまり関係無いように見えるかも

しれないが、現実には、各国の備蓄体制は消費国間協調の条件として各国に義

務付けられる形で整備されていったものであるし、代替エネルギー開発におい

ても消費国聞の技術交流は無視しえない。このような実態を考えれば、エネル

ギ一安全保障政策に占める対外的側面の重要性が理解出来るだろう。

続いて分析の焦点を定めるために、石油を巡るエネルギ一安全保障政策に二

つの側面が存在することとその違いを指摘しておきたい。本稿では、それを「資

源開発政策Jと「対外石油政策Jに分類する。「資源開発政策」は、上流部門に

おける利益確保を求めるもので、基本的には通商政策の色彩が濃く、既に1960

年代前半から通産省の政策として進められていた(ll)。こうした動きが、田中角

栄政権下での積極的な「資源外交」の展開に繋がったことは広く知られている

通りである(12)。確かに「資源開発政策jには、政策担当者が60年代後半から強

調し始めるように、安定供給確保によって敏感性の低下を図る意味はあるが、

本来は上流部門での利益獲得を目指す(=市場における競争を通じて利益を求

める)動きから始まったものである。一方の「対外石油政策」は、産油国との

関係強化と消費国との政策協調を通じて石油市場の安定を図ることによって脆

弱性の低下を目指す(=外交を通じて市場における競争的側面を緩和する)も

ので、基本的に外交政策の側面が強い。

つまり、「資源開発政策」はエネルギ一安全保障が課題ではない状況でも意味

を持つ政策であるのに対して、「対外石油政策Jはエネルギ一安全保障が課題と
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なって初めて意味を持つ政策なのである。このような性格の違いを考えれば、

「対外石油政策jを通じて安定的な市場構築を目指す一方で、「資源開発政策」

によって自国資本による資源確保を目指すことは、論理的には必ずしも矛盾し

ないし、課題が重なる部分も存在すると言えるだろう(13)。第二節以下で検討す

るように、実際日本は「資源開発政策」を展開する一方で、「対外石油政策」形

成を進めていったのである。

2 第三次中東戦争と「対外石油政策」の始動

(1)レッセ・フェール状態だった「対外石油政策J

1940年代後半から60年代後半に至る約20年間は、安価かっ安定的に石油が供

給された例外的な時代であった。新たな供給先としての中東の発見、資本・技

術・ノウハウを兼ね備えた強力な国際石油資本の存在が、その安定をもたらし

たのである。原油価格は50年代から緩やかに下落していった。 OPECが結成さ

れた60年には代表的油種であるアラピアン・ライトの公示価格は1.8ドルまで、

実売価格は1ドル台前半まで下落し、その状態は70年代に入るまで続いた。この

間の物価上昇を考えれば、実質的に60年代も原油価格は下落し続けたと言え

る。日本が高度経済成長を続ける問、石油市場は言わば「買い手市場」であり、

欲しい時に好きなだけ石油が手に入る状態、が続いたのであった。こうした石油

市場の動向を反映して、 60年代中盤に至るまで日本に「対外石油政策Jと呼び

得るものは存在しなかったO

もちろん石油政策が無かったわけではない。この間の大きな政策としては、

輸入自由化に際して石油の安定供給と事業者の利益保護を目的とする石油業法

制定(1962年)や、海外石油開発事業の総合的推進母体としての石油開発公団

設立(1967年)が挙げられる。しかし、これらはいずれも「資源開発政策jの

一環であった。

『わが外交の近況』に資源問題に関する記述が初めて登場するのが1969年で

あることも、石油問題が外交問題として認識されてこなかったことの傍証とな

ろう(14)。ある外務省員の言葉を借りれば、 60年代中盤まで外交当局は、「外国

資源の輸入については、いわばこれまでレッセ・フェールの態度で傍観して来

たJ(15)のである O

(2)第三次中東戦争と対英米禁輸の実施

「対外石油政策」不在が見直される端緒となったのは、 1967年6月の第三次中

東戦争である(16)。第三次中東戦争は、わずか6日間でシナイ半島、ヨルダン川
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西岸、ゴラン高原の占領に成功するなど、イスラエルの圧倒的な勝利に終わっ

たが、経済的側面に注目すれば、アラブ諸国による石油戦略として、スエズ運

河閉鎖と対英米(独)石油禁輸措置が取られたことが重要であった。

これらの石油戦略について、日本は、スエズ運河が閉鎖されたスエズ危機時

と同様に深刻だが事態が長期化する可能性は少ないと観察しており(17)、これと

いった政策を打ち出すことはなかった。当時は必ずしも需給関係が逼迫してい

たわけではなく、 9月には石油戦略も終息に向かい、日本への影響も実際にはほ

とんどなかった(18)。

中東戦争勃発を受けて、経済協力開発機構(OECD)で石油問題が審議される

ことになったが、日本はOECDでの審議に消極的な姿勢であった。 OECDは、

前身である欧州経済協力機構 (OEEC)時代のスエズ危機での経験を踏まえて、

加盟国に対して石油供給確保のために、①各加盟国が個別に採ることを要請さ

れている個別的な石油不足予防措置、②緊急事態発生に際しての供給割当、③

備蓄計画を定めること、を求める理事会勧告を定めており、中東戦争勃発後に

は石油特別委員会や執行委員会といった各種委員会で石油問題の討議が進めら

れた。しかし、アメリカ、カナダ、日本は上記勧告を加盟時に留保しており、

消費国間の協力を進める体制は整っていなかった(19)。主要国の石油会社を招請

する石油諮問委員会(AdvisoryBody)を設置して各国の石油情勢や備蓄状況の

把握を目指そうという動きがアメリカを中心に模索されたが、石油戦略がどれ

だけ深刻な影響を及ぼすか明らかでない中でリスクを取るようなコミットメン

トを避けるべき、との意見具申が在米大使館から送られるなど(20)、日本政府内

では消極的な姿勢が目立ち、実際アラビア石油の参加は見送られることになっ

た(21)。このような消極姿勢は必ずしも日本だけではなく、フランス、西ドイツ、

トルコもアメリカと距離を置く姿勢を採り、第三次中東戦争時の消費国間協調

模索の動きは限定的なものに留まった。 OECDにおける検討は翌68年2月まで

続けられたが、石油供給見通しが立ったため、供給割当等の強力な緊急措置は

採られることはなかった(22)。

石油問題については1967年10月に開催された昭和42年度中近東大使会議でも

議論が行われた(23)。しかし、主要議題は中東戦争後の国際情勢であり、経済問

題については石油問題よりも片貿易問題が議論の中心であった。石油問題とし

ては、「資源開発政策」に関する意見交換が行われるに留まり、具体的な対策と

しては、一般論として伍供給地の拡散、②備蓄量の増大(当時日本はOECD規

定60日に対して46日しか備蓄が無かった)が指摘される程度であり、しかも供
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給地の拡散については質・量・価格の面で中東地域に代わる地域はないとの結

論が準備段階で出されていた(24)。

(3) r対外石油政策」の始動
以上のように、第三次中東戦争時の消費国間協調に対する日本の姿勢は概し

て消極的であったが、アラフ守諸国が石油戦略を発動したことは、これまではす

外石油政策jに関与してこなかった外務省に、その必要性を認識させることに

なった。この認識は、「総合的且つ長期的な見地から南北通商問題全般について

常時調査研究し、 policy-makingに携わる」国際資源課を経済局に新設すると

いう構想に繋がる (25)。外務省では、 1966年2月から機構委員会を設けて長期的

見地から機構の「あり方検討」を行っており、省内最大であった経済局を解体し

二国聞の経済問題を各地域局に分担させる一方で、経i済斉局を多国間及び

全般の主管局とする、「政経合体Jを主軸とする改革案が模索されていた(26)。そ

の一環として、資源問題を担当する国際資源課を経済局に設置することが検討

されたのである。

機構改革は、 69年1月に実行に移されたが、最終的に国際資源課設置は見送ら

れることとなった(27)。しかしながら、「対外石油政策」を所管する担当課が設置

されなかったわけではない。経済局経済統合課の職掌に資源問題が加えられる

こととなったのである (28)。この間の経緯は現在開示されている資料からは明ら

かでないが、外務省内に資源問題担当部署が設けられたことは、ここに至って

「対外石油政策」の必要性が認められたことを表していると言えよう。スエズ危

機が中東担当部署の設置に繋がったように、第三次中東戦争が「対外石油政策」

を担当する部署の設置に繋がったのである O

機構改革直後における政策担当者の認識を考える上で興味深いのは、加藤吉

弥経済統合課長の見方である (29)。加藤はまず、戦前との違いを踏まえ、日本に

とって「資源の自給自足など全く思いも寄らぬ不可能時であり、平和のもとで

世界的自由貿易を確保することが不可欠」だと指摘する。そして「資源問題と

は重要国際資源の安定的供給確保の問題jであり資源確保に輸出国の政情や輸

送路の確保といった国際環境の安定が必要な以上は、「資源の輸入問題は単純な

経済原則だけでは割り切れない複雑なもの」だと強調している。つまり、加藤

は、資源問題は政治・経済・安全保障と連関した問題だと認識していたのであ

る。

こうして「対外石油政策」が始動したが、資源問題についてより本格的な取

り組みが行われるのは、 70年代に入り石油市場の構造変動が顕在化してからで
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あった(30)。

3 石油市場の構造変動と国際資源室の設置

(1) OPEC諸国の攻勢と国際資源室設置

前述のように原油価格は戦後長らく低下傾向にあった。こうした傾向を食い

止めようと、 1960年にOPECが結成されたが、供給過剰の状況下で原油価格の

低下に歯止めをかけることは出来なかった。しかし、 60年代を通じて先進工業

諸国が高い水準の経済成長を維持したことによって、エネルギー需要は急増し

ていったO さらに、石炭から石油へと各国のエネルギー構造転換が急速に進ん

だこと、そしてアメリカの石油生産が頭打ちになるといった事情が重なったこ

とにより、石油市場は逼迫していくことになる O

石油市場の逼迫を背景に、 OPEC諸国は攻勢を強めていく。産油国の攻勢に

決定的な役割を果たしたのは、 1969年9月のカダフイ(恥1uammaral-Gaddafi) 

政権成立によるリビアの急進化である (3])。リビアは70年に入ると、矢継ぎ早に

国際石油資本に要求を突き付け、原油公示価格や所得税率の引き上げを受け入

れさせていった。こうしたリビアの動きに触発される形で、産油国と国際石油

資本との価格協定交渉、事業参加(パーティシベーション)交渉が開始され、

相次いで、産油国に有利な形で協定が結ぼれていくことになる (32)。このような石

油市場の変化は、従来の国際石油資本の圧倒的な影響力が急速に低下したこと

を端的に表すものであった。

1971年2月14日に、ペルシャ湾岸の産油国と国際石油資本の間で、原油公示

価格や所得税率引き上げを定めたテヘラン協定が締結されたのを受けて、 2月17

日、「資源外交のあり方検討を求める外相指示Jが出された(33)。この指示を受け

て省内で検討が行われた結果、外務審議官の担当事項に資源問題を加えること、

資源問題に関する全省的委員会を立ち上げ、その事務局として経済局に国際資

源室を設置することなどが、 3月20日に決定された(34)。国際資源室の所掌事務

には、情報収集・分析のみならず「対外資源政策の企画立案H資源問題に関す

る二国間の問題処理に当たっての調整」が掲げられ、国際資源課への昇格が目

論まれていた。

(2) OECDにおける消費国間協調の模索

石油情勢の変化を受け、日本政府内で機構整備が進むのと並行して、 OECD

では石油問題について審議が続けられていた。 OECDでは第三次中東戦争以

降、石油特別委員会を中心に石油問題が検討されていたが、それは第三次中東
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戦争時の各国石油事情に関する検討が中心であった。

こうした状況は、 1970年代に入り OPEC諸国の攻勢が始まると徐々に変化し

ていく。 OPEC諸国が、原油公示価格値上げと事業参加を求めて国際石油資本

との交渉を進めたことを受けて、消費国としていかに対応するべきか、石油特

別委員会一般作業部会 (CWC)や石油委員会ハイレベル・グループの場で検討

されることになったのである (35)。しかしながら、この時期の各種会合は情報交

換の色彩が強かったことは否めない。前述のように、石油供給確保に関する

OECD理事会勧告を欧州諸国しか受け入れていなかったことも、この時期の消費

国間協調が低調であった一因だろう。

それでも、事態の深刻化を目の当たりにした各国はOECDにおける議論を積

み上げていく o 1971年6月には、 OECDが加盟国に90日間の備蓄を勧告し、 72

年に入ると、制度化が先行する欧州地域に日米加などを含んだ形での消費国間

協調を模索する動きが石油委員会では話題に上がるようになる (36)。そして、 72

年5月に行われた閣僚会議で、エネルギー問題が初めて主要議題として取り上

げられ、長期エネルギ一政策策定に必要な総合的研究が開始されることになっ

た問。

(3) r対外石油政策jを求めて
OPEC諸国の攻勢と消費国間協議の進展に、日本はどのように対応したのだろ

うか。結論を先に述べれば、国際資源室設置を境に、それまで行われていたア

ドホックな情報収集に加えて、継続的かっ系統的な情報収集・分析が本格的に

開始されたが、依然として具体的な「対外石油政策」立案の段階で、は無かった

というのがこの時期の日本外交であった。

政策立案を見据えた情報収集は、国際資源室設置以前にも行われており、外

務・通産両省は相次いで資源問題に関する報告書を公刊している (38)。しかし、

これらの文書は基本的に「資源開発政策」の観点が強く、「対外石油政策Jの側
面は弱かった(39)。

こうした状況は実は国際資源室設置後も同様である O 例えば、 OPEC諸国の

攻勢が本格化する中でまとめられたある政策資料は、日本が採り得る対策とし

て、①国際石油資本に依存せずに獲得し得る石油供給の増大、②国際石油資本

との協調、③圏内体制の整備・強化の三点を挙げているが、②と③は一般論が

挙げられる程度であり、実際には①が中心に検討され、産油国優位が確立しつ

つある石油市場の現状を踏まえて「資源開発政策jを進めていく必要性を指摘

するのみであった(40)。また1971年7月に聞かれた昭和46年度中近東大使会議で
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は、 42年度の会議以来4年ぶりに石油問題が主要議題として取り上げられたが、

議論の中心はあくまで「資源開発政策」支援のあり方であった(4])。

以上のように具体的な検討は「資源開発政策Jが中心であったが、情報収集

の方向性として多国間外交の重視が徐々に打ち出されていくのがこの時期であ

るO 例えば、平原毅経済局長は、『経済と外交.11971年7月号の「資源問題特集」

に寄せた論文で、資源輸入国である日本に「即応した協調体制を作り出し将来

の日本の必要に適合した外交を展開せねばならないjとして、産油国、消費国、

国際機関、国際資本との協調関係をいかに築くかを論じている (42)。また、 71年

末になると「消費国としての立場が世界の石油の安定供給に反映せしめられる

如き国際的フォーラムを設けるjことが、 H本が消費固としての立場を強化す

る一つの方策として政策担当者によって挙げられるようになる (43)。

このような考え方が翌72年1月から2月にかけての国際資源問題調査団派遣に

繋がった。調査団は、①石油を中心とする国際資源問題の動向と見通し、②資

源問題に関する国際協調の可能性、③資源外交のあり方、を調査することを目

的に主要消費国と国際機関に派遣されたものであり、外務省、通産省の担当者

及び石油業界関係者からなるものであった(44)。ここに挙げられた調査項目は産

油国・消費国の双方にまたがるものであり、包括的に国際資源問題を調査する

意図が伺える。調査団派遣に際して準備された政策文書にある、日本のような

資源輸入国にとっては貿易問題におけるガットのような「グローパルなフォー

ラムが存在し、その枠内での討議と協議を通じて石油問題が処理されていくの

が本来は望ましいJ(45)という表現からは、多国間外交を重視する「対外石油政

策」の萌芽を読み取ることが可能で、ある。前年までの議論の中心が「資源開発

政策」への支援であったことと比較すれば、この時期に対消費国外交が検討さ

れ始めたことも重要だろう。

以上のように、国際資源室が設置された1971年の日本は、まだ「対外石油政

策jを模索する段階にあった。しかし、同時期は国際的にも具体的な消費国間

協調を模索する動きが始まったばかりであり、日本の対応はこうした国際的な

動きと並行するものであった。

4 消費国間協調の始動と日本の対応

(1)資源課設置構想と国際資源問題担当官会議開催

1971年3月に国際資源室が設置されてから、外務省内では毎年のように資源問

題を中心的に担当する課を設置する構想が持ち上がっていた。 71年5月には、国
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際資源室を昇格させる形での国際資源課の増設が(46)、そして翌72年6月には、

資源及び環境問題を所掌する国際経済2課の設置が検討された(47)。資料の制約

もあり、これらの構想がいかなる経緯で失敗に終わったのかは明らかでないが、

石油危機以前から外務省内で毎年のように資源問題を担当する課の設置が検討

されていたことは改めて確認しておく必要があるだろう。最終的に、資源課が

設置されるのは石油危機後の74年5月だが、資源課設置に繋がる経済局改編は石

油危機以前の73年6月に既に検討されていたものである (48)。初代資源課長には

通産省から出向していた宇田川治宣が就任するが、宇田川は石油危機以前の73

年10月2日から外務省経済局に籍を置いており、既に資源課長就任が予定されて

いたという (49)。また、 73年7月には通産省機構改革の一環として資源エネルギー

庁が設立され、長官官房に「対外石油政策」を担う国際資源課が設置された(50)。

国際資源課は、石油危機への対応とIEA設立交渉で、外務省の国際資源室(資源

課)とタッグを組んで消費国間協調を推進していくことになる (51)。

資源課設置構想、と共に重要なのが、 1972年10月の第一回国際資源問題担当官

会議の開催である (52)。担当官会議は、国際石油情勢の流動化を受けた情報収集

体制確立を目的としたもので、 70年代を通じて年一回の開催が定例化されてい

くO 参加者は外務省及び関係省庁、主要産油国・消費国の公館、 OECD代表部

の資源問題担当者だが、各在外公館の担当者には通産省からの出向者も含まれ

ており、担当官会議は省庁を超えた資源問題担当者の議論の場となった。例え

ば、石油危機後の74年3月に開催された第二回担当官会議では、消費国間協議や

国連資源特別総会への対応が検討され、日本の「対外石油政策」を決定する上

で極めて重要な会議となった(53)。

(2)消費国間協調の進展と「対外石油政策」の形成

1972年秋になると、協調枠組の制度化が進んでいたOECD欧州地域で具体的

な緊急時石油融通の検討が開始されるなど、消費国間協調模索の動きが本格化

していく(弘)。こうした国際的な動きと軌をーにするように、日本でも具体的な

「対外石油政策jの検討が始まる O

日本の置かれた状況を踏まえた多国間外交重視の姿勢は、既に71年の時点で

存在していたが、国際資源問題担当官会議開催を前に、より実質的な検討が開

始されていく。担当官会議の準備資料として作成された「今後のわが国の対外

石油政策のあり方J(55)は、「資源問題の解決は一国のみの政策をもってしては極

めて困難な面があり、資源の大消費国であるわが国が今後国際社会において不

利な立場に追い込まれないようにするため、多国間資源外交を積極的に推進す
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る必要がある」と多国間外交推進の必要性を強調している。その上で、①石油

争奪戦回避のためにまず消費国聞の協調関係を樹立する必要があること、②事

業参加が進むことによって産油国にも消費国との関係強化のインセンティブが

あること、③国際石油資本の原油調達機能の低下、をそれぞれ指摘している点

からは、多国間外交のあり方について具体的な検討が行われたことが読み取れ

るだろう。

さらに、担当官会議を踏まえて全省的に国際資源問題を担当する資源委員会

のために作成された「わが国石油政策のあり方J(56)は、これまでは石油政策に

おける安全保障概念の明確化と国際協調という二つの視点が欠けてきたとした

上で、 q価格から供給への重点移行、②消費国間協調を含む緊急時対策の立案、

③産油国との協力体制の強化、の必要性を指摘し、技術的な側面も含めて詳細

かっ具体的な検討項目を列挙している O 以上の検討項目の前提として、国際石

油体制のあり方や関係各国の石油情勢、適正な備蓄水準、可能性のある代替エ

ネルギー源、日本政府の情報収集体制などを踏まえている点は、議題に関する

限り、今日のエネルギ一安全保障に関する議論と比べてもそれほど遜色ない。

こうして72年末の段階で、具体的な「対外石油政策jの中身を詰めていく準備

が整ったのである O

半年間の検討を経て作成された「石油資源外交強化のための提案J(57)は、関

係省庁との協調を調った上で、対産油国政策、対消費国政策、外交機能の強化

についての方策を具体的かつ包括的に挙げている。そして、「石油資源保有国と

の聞に石油の長期安定供給源確保のため外交的フレームワークjの「設定強化

をはかる」として産油国との対話枠組構築の必要性を掲げ、その場合「無用な

消費国間の国際競争激化を防止し、秩序ある国際石油市場を確立するため主要

消費国、特に米、 EC諸国との協調に留意しつつ世界の石油供給システムへ責任

ある態度をもって参加していくJことが必要だと強調する。単に多国間外交の

重要性を指摘するだけでなく、それを通じた国際石油市場の安定を志向する姿

勢に踏み込んだことがポイントである。対産油国外交の推進を掲げつつも、そ

れを消費国間協調と矛盾しない形で進めることによって、グローパルな石油市

場安定を目指すという「対外石油政策」の基本線がここで固まった。

以上のように、 OECDにおける本格的な審議開始に伴い、日本政府として本

格的な「対外石油政策」検討が始まった。そして1972年10月から翌73年4月ま

での半年間に、石油危機後も日本が採ることになる「対外石油政策」の基本線

が形成されたのである。
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(3)石油危機前夜

1973年6月のOECD閣僚理事会決定を受けて行われた石油委員会ハイレベル・

グループ会合及び同GWG会合で、 OECD欧州地域に限定されていた緊急時石

油融通を巡る検討を、日米加三国を加えた形で行うことをアメリカが提案し、

7月末には作業部会第l回会合が開催された(同)0 4回の審議を経て秋までに具体

案を取りまとめることを予定していた同会合では、石油危機時も継続して審議

が続けられることになる O 作業部会では、緊急時石油融通について、「緊急時j

の定義や融通負担のベース(輸入量か消費量か)、消費規制及び備蓄などが包括

的に検討された。これらの議題はそのまま石油危機後の消費国間協議に引き継

がれていくものである。

こうして消費国間協調の動きが具体化していく一方で、この時期、消費国間

協調のあり方を巡る対立が顕在化する。一つは日本国内の動きである。 1973年

に入ると、石油市場の逼迫化がさらに進んだことによって資源問題への関心が

急速に高まり、従来は関係各省の担当者レベルで進められていた資源問題が政

治家レベルにも波及していく。その結果として「資源開発政策jと「対外石油

政策」の対立が見られるようになったのである。その象徴的な出来事が、中曽

根康弘通産大臣による消費国間協調への反対論である O かねてから、外務省が

国際石油資本への配慮から対中東外交に消極的だという考えを抱いていた中曽

根通産相は、 73年5月に中東諸国を歴訪した際、訪問先のイランで「日本は、ア

メリカが提唱している石油消費国同盟に入るかjと問われ、反対の旨を表明し

たのである (59)。この中曽根発言は、 OECD理事会の場でも取り上げられたが、

日本政府の代表は「産油国との協調を前提とするものである限り、消費国と協調

行動を取る意向を有する」と、「対外石油政策」の基本線に従って対応した(60)。

外務・通産両省の担当者が「対外石油政策」の観点から消費国間協調推進で基

本的に一致していたのに対して、親アラブ的な政治家が反対を唱えるという構

図が形成されつつあったのである (61)。

もう一つは、消費国間協調に対する日米関のニュアンスの違いである。日米

両国は、消費国間協調推進という基本線では一致していたが、緊急時石油融通

を巡り融通負担のベースを輸入量とすべきか消費量とすべきかを巡って対立し

ていた。囲内に石油資源を有するアメリカは、融通負担のベースを輸入量にす

ることによって自国の負担を少なくしたいと考えていたが、ほほ100パーセント

の石油を輸入する日本はこれに反発していたのである (62)。こうした技術的な側

面に加えて、アメリカは産油国との協調姿勢が弱いのに対して、日本は産油国
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との協力の必要性を強く打ち出していた(63)。消費国間協調推進の必要性を認め

つつも、この時点の日本は、アメリカの主張に沿って新しく多国間の機関なり

組織を設けるのは危険という考えであったのである (64)。

しかしながら、論理的に考えれば、以上二つの対立はそれほど深刻なもので

はなかった。「資源開発政策jと「対外石油政策」はそもそも矛盾するものでは

なかったし、国際的な新機関設立の動きはまだ具体化していなかったからであ

る。

おわりに

本論の検討によって、第一次石油危機以前から日本政府内では、「対外石油政

策」の形成を通じてエネルギ一安全保障政策が模索されていたことが明らかに

なった。石油問題は、一方においては増大が予想される石油需要を満たすとい

う通商政策の観点から、他方では政治・安全保障との連関という外交政策の観

点から、政策課題として浮上した。そして、「対外石油政策」は、国際石油市場

の構造変動、 OECDにおける消費国間協調の模索、さらには関係省庁における

機構整備と連関しながら形成されていったのである O

「対外石油政策」を模索するきっかけとなったのは石油市場の構造変動ではな

く、 1967年の第三次中東戦争であった。それゆえ、「対外石油政策」は始動段階

から政治・安全保障との連闘が意識されていた。そして、 70年代に入り石油市

場の構造変動が顕在化すると、外務省では経済局に国際資源室が、通産省では

資源エネルギー庁国際資源課がそれぞれ設置されるなど、関係省庁における機

構整備が進められた。この過程で資源課設置を見据えた人事交流が進められ、

そして国際資源問題担当官会議の開催を通じた情報共有が図られたように、外

務・通産両省は、「対外石油政策」実施体制を協調しながら整備していったので

ある。通常、対立が強調されがちな両省は、この問題については例外的に協調

的な姿勢であった。

「対外石油政策Jは、資源輸入依存度が極めて高いという日本の置かれた立場

や国際石油市場の性格を踏まえ、石油問題は一国では解決出来ないという認識

が政策担当者間で共有されたことによって形成された。それは、産油国との対

話と消費国間協調を共に重視する多国間外交志向の政策であり、「資源開発政

策J遂行の前提となる国際的な市場の安定を追求するものであった。そして、

この基本線は第一次石油危機以前の73年4月時点で既に固められており、人事交

流や国際資源問題担当官会議を通じて、共通認識が省庁を超えて政策担当者の
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間で形成されていったのである O このような事実を考えれば、石油危機以前の

日本が「資源開発政策jを通じて敏感性を減少させることにのみ重点を置いて

いたとは言えないだろう。日本は「対外石油政策jを通じて脆弱性を減少させ

ることも追求しようとしていたのである O

以上のように、「対外石油政策」が形成され、政策の基本線が省庁の枠を超え

て担当者間で共有されていたことによって、石油危機発生の約2ヶ月後から再開

する消費国間協調の動きとそれに続く IEA設立交渉に、日本は迅速に参画するこ

とが可能になったのである (65)。石油危機が、石油市場の構造変動を背景にアラ

フゃ産油国が採った石油戦略によって引き起こされたものであることを考えれば、

危機の間接要因である石油市場の構造変動に対応する準備を、日本は石油危機

以前から進めていたと評価出来るだろう (66)。

(しらとり じゅんいちろう 慶慮義塾大学大学院後期博士課程)
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(62) 国際資源室 IOECD石油融通スキームJ1973年7月5日 (2008-538)。
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Heath， Brandt， Pompidou and the Dream of Political Unity， I.B. Tauris， 2009， pp.192-

198. 

州 国際エネルギ一機関設立交渉における日本外交については、白鳥「国際エネル

ギー機関の設立と日本外交」、を参照。

[船l第一次石油危機に際して日本は当然アラブ諸国の石油戦略という危機の直接要

因へも対応することを迫られた。周知の通り、各消費国にアラブ諸国寄りの中東

政策を採るように求めた石油戦略に対応して、日本政府はアラブ諸国寄りの中東

政策「明権化」を行ったのである。このような日本の政策については様々な評価

が存在するが、直接要因への対応を検討する際に注意すべきことは、中東政策「明

確化jに際しての関係者の広がりである。本稿で検討したように、石油市場の構

造変動への対応は基本的に外務・通産両省の石油問題の主管課レベルで進められ

た。しかし、中東政策「明確化jは、外務省の局レベルでも中近東アフリカ局、

経済局、アメリカ局、団連局、条約局にまたがる問題であり、さらに政治レベル

での関心も高かったことから、首相や通産相、財界関係者からの働き掛けも存在

するという例外的な政策決定過程であった。また、石油市場の構造変動への対応

が時間をかけて進められたのに対して、中東政策「明確化jは危機発生から約1ヶ

月とし寸短期間での対応であった。石油危機の直接要因への対応を検討する際に

は、このような例外的かつ短期的な政策決定過程を踏まえて検討を進める必要が

ある O いずれにしても、第一次石油危機における日本外交を理解するためには、

危機の間接要因への対応と直接要因への対応の双方を視野に入れる必要があるこ

とが、本稿の議論から指摘出来るだろう。この問題については稿を改めて検討す

ることにしたい。


